
1 
 

 
 
 
 
 
 
 

医療介護総合確保促進法に基づく 

佐賀県計画 

 

 

 
令和５年１月 

佐賀県 

（令和７年１月更新） 
  



2 
 

１．計画の基本的事項  
(1) 計画の基本的な考え方 

①計画の位置づけ 

 

 本計画は、「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」（以下「医

療介護総合確保促進法という。」第４条に基づき、「地域における医療及び介護を総合的に

確保するための基本的な方針」（以下「総合確保方針」という。）に即して、かつ、「佐賀県

保健医療計画（第７次）」（佐賀県地域医療構想を含む）及び「第８期さがゴールドプラン

２１（佐賀県高齢者保健福祉計画・佐賀県介護保険事業支援計画）」との整合性を確保しな

がら、本県の地域における医療及び介護の総合的な確保のための事業の実施に関する計画

である。 

 

②計画の意義 

 本県の総人口は今後減少していく見込みだが、75 歳以上の人口は、団塊の世代が 75 歳

以上となる令和 7 年には 14.2 万人と総人口の約 18％を占め、その後も増加を続け、令和

17 年（2035 年）に 15.7 万人（総人口の約 22%）とピークを迎えることが見込まれる。 

 このような人口構造の変化や高齢者のみの世帯の増加など、今後予想される様々な社会

環境の変化に適切に対応し、限られた医療・介護資源を有効に活用しながら、新たな医療

提供体制及び地域包括ケアシステムの構築を図り、県民が安心して暮らせる地域づくりを

進めるため、本計画を策定する。 

 

③計画に基づき実施する事業 

 計画に基づき実施する事業については、医療介護総合確保促進法第 4 条第 2 項第 2 号及

び「総合確保方針」第４、二「基金を充てて実施する事業の範囲」において対象とされる

以下の事業とする。 

 

○地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

○地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 

○居宅等における医療の提供に関する事業 

○介護施設等の整備に関する事業 

○医療従事者の確保に関する事業 

○介護従事者の確保に関する事業 

○勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 
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(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

総合確保方針によると、医療介護総合確保区域は、地理的条件、人口、交通事情その他

の社会的条件並びに医療機関の施設及び設備並びに介護施設等の整備の状況その他の条件

から見て医療及び介護の総合的な確保の促進を図るべき区域とされていることから、佐賀

県における令和元年度の医療介護総合確保区域については、佐賀県保健医療計画（第７次）

において設定された二次保健医療圏及び第８期さがゴールドプラン２１（佐賀県高齢者保

健福祉計画・佐賀県介護保険事業支援計画）において設定された老人福祉圏域である次の

５つの区域とする。 

 

区域名 構 成 市 町 

中 部 佐賀市、多久市、小城市、神埼市、神埼郡（吉野ヶ里町） 

東 部 鳥栖市、三養基郡（基山町、上峰町、みやき町） 

北 部 唐津市、東松浦郡（玄海町） 

西 部 伊万里市、西松浦郡（有田町） 

南 部 武雄市、鹿島市、嬉野市、杵島郡（大町町、白石町、江北町）、藤津郡（太良町） 

 
☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：                     ） 
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(3) 計画の目標の設定等 

■佐賀県全体 

１．佐賀県における医療・介護を取り巻く環境の現状と課題 

【高齢化の状況及び認知症高齢者の状況と課題】 

全国の総人口に占める高齢者の割合（高齢化率）は 29.0%（2021 年 10 月推計人口）と

なっており、とりわけ、佐賀県では 31.3%と全国平均を上回るペースで高齢化が進展し

ている状況である。 

本県の要支援・要介護認定者は、介護保険制度施行後、増加を続けており、第 8次計

画期間中において約 2,200 人（約 4.9%）の増加が見込まれており、高齢者人口がピーク

を迎える 2025 年は約 1,150 人の介護人材が不足することが見込まれている。 

 

【医療提供体制の現状と課題】 

（現状） 

ア）医療機関等の状況 

   本県の人口 10 万人当たりの病院数、一般診療所数、病床数共に全国平均を上回っ

ており、特に病床数は全国平均と比べてかなり過剰となっている。 

 

  （病院数） 

   □病院数 97 施設（R3 年医療施設調査） 

□12.0 施設／人口 10 万人当たり（全国：6.5 施設／人口 10 万人当たり） 

（一般診療所数） 

   □703 施設（R3 年医療施設調査） 

   □87.2 施設／人口 10 万人当たり（全国：83.1 施設／人口 10 万人当たり） 

（病床数） 

   □人口 10 万人当たりの病床数（第 7 次保健医療計画） 

    佐賀県：1,810.4 床  全国：1,229.8 床 

 

イ）医療従事者等の状況 

（医師） 

・県全体では、医療施設に従事する医師は増加傾向にあるが、地域ごと、又は診療

科ごとでは、医師の偏在がみられる。 

特に、西部保健医療圏における人口 10 万人当たりの医師数は県内では最も少なく

なっている。 
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  ○人口 10 万人当たりの医師数の推移          単位：人 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

○出生児千対医師数の推移（産婦人科医・産科医）   単位：人 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

○15 歳未満小児千対医師数（小児科医）          単位：人 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省：医師・歯科医師・薬剤師調査（R2年調査） 

 

 （看護職員）※看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 

・看護職員需給見通しについては、国の推計ツールを用い、2025 年における看護職員

の需給を推計したが、本県は需要数 15,4777 人に対し、供給数 16,789 人となり、需

要数を 1,312 人上回る結果となった。 

  ・国が示した推計ツールは、地域医療構想で定める 2025 年の必要病床数及び将来推計

人口を基にしたものであるが、本県の実態に即していないものも多いことから国の

推計は参考値とし、県独自で医療機関等に対して看護職員需要見込み数を調査し、

看護職員の需給を推計した。その結果 2025 年は 16,991 人の需要に対し、16,789 人

の供給見込みで、202 人不足する結果となった。 

 

 

 

 Ｈ26 年 Ｈ28年 H30 年 R2 年 

全国 233.6 240.1 246.7 256.6 

佐賀県 266.1 276.7 280.0 290.3 

中部保健医療圏 361.4 372.7 390.3 395.6 

東部保健医療圏 174.3 177.1 183.9 194.7 

北部保健医療圏 208.5 217.4 223.9 241.0 

西部保健医療圏 152.7 160.4 168.9 159.3 

南部保健医療圏 229.7 246.7 252.1 282.1 

 Ｈ26年 H28 年 H30 年 R2 年 

全国 11.0 11.2 12.3 13.9 

佐賀県 10.1 10.0 11.8 12.2 

中部保健医療圏 13.7 13.7 17.1 16.9 

東部保健医療圏 2.6 2.6 4.4 4.8 

北部保健医療圏 8.3 8.2 8.0 9.1 

西部保健医療圏 9.0 8.9 11.1 8.3 

南部保健医療圏 10.1 10.1 9.8 12.4 

 Ｈ26年 H28 年 H30 年 R2 年 

全国 1.0 1.07 1.1 1.17 

佐賀県 1.0 1.08 1.9 1.89 

中部保健医療圏 1.4 1.5 2.2 2.23 

東部保健医療圏 0.7 0.8 1.9 1.73 

北部保健医療圏 0.6 0.7 1.1 1.26 

西部保健医療圏 0.3 0.5 1.3 1.42 

南部保健医療圏 0.8 1.0 2.1 2.02 
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○（令和元年）佐賀県看護職員需給推計               単位:人 

 

（課題） 

・安定した医療提供体制を確保するためには、このような医師の偏在の解消を含め、県

内で従事する医療従事者の養成・確保が必要となる。 

・医療の高度化・専門化に対応し、安全な医療を提供するため、また、多様化する県民

のニーズに対応するため、更に超高齢化社会における在宅医療提供体制を推進するた

め、看護職員を始めとした質の高い医療従事者の養成・確保を行う必要がある。 

 

【在宅医療の現状と課題】 

（現状） 

 ・本県における在宅療養支援病院及び診療所の施設数は、共に全国平均を上回っている。 

・令和２年の患者調査（厚生労働省）によれば、県内において往診や訪問診療など在宅

医療を受けた推計患者数は 13,000 人で、そのうち 8 割弱は 75 歳以上の高齢者であ

る。 

 ・佐賀県の将来推計人口でも後期高齢者数がさらに増加する見込みであり、在宅医療の

需要は、高齢化の進展や病院在院日数の短縮などから、今後ますます増加するものと

予想される。 

 ・在宅医療は、慢性期及び回復期患者の受け皿として、また、看取りを含む医療提供体

制の基盤の一つとして期待されている。 

 ・しかし、本県は医療機関看取り率が 73.9%（全国５位）と高くなっている。 

 ・その背景として、在宅医療に不可欠な患者家族の理解・協力が必要であること、在宅

医療に関わる専門職の不足や本県の人口 10 万人当たりの病床数が全国平均値よりも

かなり上回っていることも要因と思われる。 

 

□死亡場所の全国比較（R3 年人口動態調査） 

  自宅 佐賀県：11.9％ 全国：17.2％ 

 

○佐賀県の在宅医療資源の全国比較 

 在宅医療資源 
人口 10 万人当たり 

佐賀県 全国 

在宅療養支援病院数（R3.4 時点） 19 か所 2.3 1.2 

在宅療養支援診療所数（R3.4 時点） 130 か所 15.9 11.6 

訪問看護ステーション数(R1.10 時点) 78 か所   

 

 

（課題） 

 ・在宅医療の推進を図る上で、医療機関同士の連携のみならず、医療と介護等の多職

種連携が不可欠で、入院時から退院後の在宅へのスムーズな移行を実現するために

 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年  2025 年 

①需要見込数 17,156 17,170 17,139 17,090 17,052 16,991 

②供給見込数 16,603 16,668 16,728 16,763 16,777 16,789 

②－① △553 △502 △411 △327 △275 △202 
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は、連携を促進して「顔の見える関係づくり」を構築する必要がある。 

 ・患者が在宅医療を希望しても家族の理解や協力なしでは実現は不可能である。その

ため在宅医療のサービス内容や意義を理解してもらうための普及啓発が必要であ

る。 

 ・在宅療養者の病状の急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院、診療所、訪問

看護ステーション及び入院機能を有する病院、診療所との円滑な連携による診療体

制を確保することが必要である。 

・在宅医療における 24 時間 365 日体制を確保するためには医療従事者の負担軽減が

重要であり、今後は「在宅医療連携拠点機関」や「積極的支援を行う機関」等、各

医療機関の役割を明確にし、各医療機関の連携や人材育成を図ることが必要である。 

  ・訪問看護ステーションで就労する看護師の人員不足や夜間等 24 時間体制が不十分な

どの課題がある。また、在宅における医療依存度の高い患者の増加により、訪問看護

師のスキルの向上が求められる。 

 

２．目標 

  佐賀県においては、効率的で質の高い医療提供体制の構築と地域包括ケアシステム

の構築を進めていくために、県全体の課題と医療介護総合確保区域の課題を解決し、

県民が住み慣れた地域で安心して生活を継続し、その地域で人生の最期を迎えること

ができる環境を整備していくことを目標とする。 

  令和４年度計画の目標としては以下の目標を掲げる。 

 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

平成 28 年 3 月に策定した佐賀県地域医療構想において、県内の回復期病床の将来必

要量が現状に比べ不足することが見込まれることから、急性期病床等から回復期病床

への転換を促進する。 

  

 【定量的な目標値】 

    ・佐賀県地域医療構想において令和 7 年度（2025 年）に必要となる医療機能ごと 

の病床数確保のため、回復期病床等の整備を推進する。 

高度急性期 697 床 

急性期 2,638 床 

回復期 3,099 床 

慢性期 2,644 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

  令和７年（2025 年）を見据えた医療提供体制や地域包括ケアシステムの構築を推進す

るにあたり、県民が安心して在宅医療を受けることができるよう、在宅医療の基盤整備

を進める。 

 

【定量的な目標値】 

１ 
在宅歯科医療の相談を受け、在宅歯科医療の実

施に至った数 

16 件（R2）【相談件数 24件中】 

⇒130 件（R4）【相談件数 150 件中】 

２ 在宅歯科診療の実施回数 設備整備後の実施回数を 1 割増加（設備整備
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をする前の在宅歯科診療の実施回数と比較） 

３ 糖尿病性腎症による新規透析導入患者数 109 名（R2）⇒90 名（R6） 

４ 訪問診療の利用者（患者）数 5,879 人（R1）⇒6,000 人（R4） 

５ 在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院数 149（R3）⇒188（R4） 

６ 医療機関看取り率の低下 80.92%（H28）⇒ H28 より低下（R4） 

７ 医療・衛生材料を取り扱う在宅対応薬局数 32 薬局（R3） ⇒ 47 薬局（R4） 

８ 訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算） 356 人（R2）⇒410.7 人（R4） 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

地域域包括ケアシステムの構築に向けて、さがゴールドプラン２１等において予定し

ている地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

  ・認知症高齢者グループホーム 10 カ所を整備 

  ・小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所を整備 

  ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所を整備 

  

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

医療勤務環境改善支援センターの運営や病院内保育所の運営費補助、看護師等の研修

事業実施により、医師・看護師をはじめとした医療従事者の確保・養成に取り組む。 

 

【定量的な目標値】 

１ 新人看護職員離職率改善 6.9％（R02）⇒6.9％以下（R04） 

２ 看護職員離職率改善 7.7％（R02）⇒7.5％以下（R04） 

３ 県内看護師等養成所卒業者の県内就業率改善 64.1%(R3.3 末)⇒64.9% (R5.3 末) 

４ ナースセンター紹介による再就業者数 180 人（R02）⇒200 人（R04） 

５ 60 歳以上の看護職員の就業者数（常勤換算） 1,038.2（R02）⇒1,191.8（R04） 

６ 情報センターにおける精神保健指定医確保時間 通年全日（R02）⇒通年全日（R04） 

７ 医療施設医師数の確保 2,159 人を下回らないようにする。 

８ 
分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産科・産

婦人科医師数を維持 
10.7 人（R02） ⇒ 10.7 人（R04） 

９ 拠点病院の産科・産婦人科医師数（常勤換算） 36.8 人（R02）⇒36.8（R04） 

10 
研修会参加看護師数及び参加看護師のうちがん診療

連携拠点病院以外の医療機関に所属する看護師割合 

63 名（R03）⇒70 名程度（R04） 

73.0%（R03）⇒80%以上（R04） 

 

 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

佐賀県においては、人材不足を感じている事業所の割合が 46.8％（R02）であり、今

後も継続して介護人材の確保に取り組む必要がある。その際、県内の労働市場の動向も

踏まえ、学卒者、中高年齢者や他業種からの「新規参入」、抱え上げない介護普及推進、

先進機器（ＩＣＴ、介護ロボット）導入支援等の活用などによる「労働環境の改善」、そ

して研修等の実施による職員の「資質の向上」に関する取組を総合的に実施する。    

（目標）人材不足を感じている事業所の割合：46.8%以下 

 

⑥ 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

  令和６年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始に向け、医師の労
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働時間短縮を推進する必要があることから、勤務医の働き方改革推進の取組を進める。 

 

【定量的な目標値】 

１ 医療施設医師数の確保 2,159 人を下回らないようにする。 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８年３月 31 日 

■中部 

１．目標 

【医療提供体制の現状と課題】 

・中部区域には大学病院、高機能病院や地域の基幹病院が複数あり、急性期医療の提供

能力は高い。 

・患者の流入流出の割合が少ない地域である。（域内完結率 89.4%：第 7 次佐賀県保健医

療計画） 

・人口 10 万人当たりの医師数は、395.6 人と全国平均の 256.6 人をかなり上回っている

ため医療提供体制としては、県内において充実した地域である。（厚生労働省「R2 医

師・歯科医師・薬剤師調査」） 

【在宅医療の現状と課題】 

・在宅療養支援診療所、訪問看護ステーションの数は県内で最も多い。 

・人口 10 万人当たりの訪問診療実施医療機関数は 26.8 であり、全国平均の 24.1 を上

回っている。 

・令和 2 年度の 65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問診療実施件数（1 か月分推計値） 

は以下のとおりである。 

中部 

佐賀市 3,359 

多久市 672 

小城市 2,328 

神埼市 1,848 

吉野ヶ里町 1,247 

圏域全体 2,806 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

 【定量的な目標値】 

   ・佐賀県地域医療構想において令和 7 年度（2025 年）に必要となる医療機能ごと 

の病床数確保のため、回復期病床等の整備を推進する。 

高度急性期 372 床 

急性期 1,168 床 

回復期 1,430 床 

慢性期 855 床 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

 ⑥ 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

 

２．計画期間 

  県全体の計画と同じとする。 

■東部 

１．目標 

【医療提供体制の現状と課題】 

・地域の基幹病院は複数あるが、急性期医療の提供能力は低い。 

・隣接する福岡県の久留米医療圏に大学病院や高機能病院があるため、高度急性期・急

性期は久留米医療圏への流出が多くみられるが、回復期・慢性期は久留米医療圏から

の流入があり、久留米医療圏と相互補完関係にある。（域内完結率 66.0%：第 7 次佐賀

県保健医療計画） 

・人口 10 万人当たりの医師数は、194.7 人と全国平均の 256.6 人を下回っており、 

医師の偏在がみられる地域である。（厚生労働省「R2 医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

 

【在宅医療の現状と課題】 

・人口 10 万人当たりの訪問診療実施医療機関数は 36.8 であり、全国平均の 24.1 を上

回っている。 

・令和 2 年度の 65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問診療実施件数は以下のとおりであ

る。 

東部 

鳥栖市 7,113 

基山町 265 

上峰町 833 

みやき町 1,972 

圏域全体 4,252 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

 【定量的な目標値】 

   ・佐賀県地域医療構想において令和 7 年度（2025 年）に必要となる医療機能ごと 

の病床数確保のため、回復期病床等の整備を推進する。 

高度急性期 31 床 

急性期 286 床 

回復期 472 床 

慢性期 559 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

③ 介護施設等の整備に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 



11 
 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

  令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

⑥ 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

 

２．計画期間 

  県全体の計画と同じとする。 

■北部 

１．目標 

【医療提供体制の現状と課題】 

・地域の中核となる病院があり、患者の流入流出が少ない比較的独立した地域と言える。

（域内完結率 92.5%：第 7 次佐賀県保健医療計画） 

・人口 10 万人当たりの医師数は、241.1 人と全国平均の 256.6 人をわずかに下回ってい

る。（厚生労働省「R2 医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

 

【在宅医療の現状と課題】  

・人口 10 万人当たりの訪問診療実施医療機関数は 32.2 であり、全国平均の 24.1 を上回

っている。 

・令和 2 年度の 65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問診療実施件数は以下のとおりである。 

北部 

唐津市 2,230 

玄海町 2,736 

圏域全体 2,253 

 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

 【定量的な目標値】 

   ・佐賀県地域医療構想において令和 7 年度（2025 年）に必要となる医療機能ごと 

の病床数確保のため、回復期病床等の整備を推進する。 

高度急性期 101 床 

急性期 378 床 

回復期 269 床 

慢性期 437 床 

      

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

③  介護施設等の整備に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

⑥ 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 
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２．計画期間 

  県全体の計画と同じとする。 

■西部 

１．目標 

【医療提供体制の現状と課題】 

・隣接する南部医療圏や長崎県の医療圏への一部流出が見られる地域であるが、平成 28

年に伊万里有田共立病院が地域医療支援病院となったことで、今後域内完結率が高ま

ることが期待される。（域内完結率 71.7%：第 7 次佐賀県保健医療計画） 

・人口 10 万人当たりの医師数は、159.3 人と全国平均の 256.6 人を大きく下回っている

ため、医師の養成と確保が必要である。（厚生労働省「R2 医師・歯科医師・薬剤師調

査」） 

【在宅医療の現状と課題】  

・人口 10 万人当たりの訪問診療実施医療機関数は 36.0 であり、全国平均の 24.1 を上

回っている。 

・令和 2 年度の 65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問診療実施件数は以下のとおりであ

る。 

西部 

伊万里市 1,952 

有田町 630 

圏域全体 1,579 

 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

 

 【定量的な目標値】 

   ・佐賀県地域医療構想において令和 7 年度（2025 年）に必要となる医療機能ごと 

の病床数確保のため、回復期病床等の整備を推進する。 

高度急性期 32 床 

急性期 171 床 

回復期 244 床 

慢性期 272 床 

 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

③  介護施設等の整備に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

  令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

⑥ 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

 

２．計画期間 

  県全体の計画と同じとする。 
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■南部 

１．目標 

【医療提供体制の現状と課題】 

・高機能病院があり、急性期医療の提供能力は高く、患者の流入流出は少ない、比較的

独立した地域である。 

 （域内完結率 87.8%：第 7 次佐賀県保健医療計画） 

・人口 10 万人当たりの医師数は、282.1 人と全国平均の 256.6 人を上回っており、安定

した医療提供を維持している。（厚生労働省「R2 医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

 

【在宅医療の現状と課題】  

・人口 10 万人当たりの訪問診療実施医療機関数は 36.8 であり、全国平均の 24.1 を上

回っている。 

・令和 2 年度の 65 歳以上人口 10 万人当たりの訪問診療実施件数は以下のとおりであ

る。 

南部 

武雄市 3,267 

鹿島市 963 

嬉野市 1,430 

大町町 1,288 

江北町 959 

白石町 908 

太良町 221 

圏域全体 1,708 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

 【定量的な目標値】 

   ・佐賀県地域医療構想において令和 7 年度（2025 年）に必要となる医療機能ごと 

の病床数確保のため、回復期病床等の整備を推進する。 

高度急性期 161 床 

急性期 635 床 

回復期 684 床 

慢性期 521 床 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

③  介護施設等の整備に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

④ 医療従事者の確保に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 

令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

⑥ 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   令和４年度においては、県全体の目標と同じとする。 

 

２．計画期間 

  県全体の計画と同じとする。 
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(4) 目標の達成状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法
 

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

○令和３年５月～８月 

 関係団体等から令和４年度提案事業を募集 

○令和３年９月～１２月 

 関係団体等から提案事業に関しヒアリング 

○令和４年３月 

 令和４年度事業について医師会等へ説明 

○令和４年１０月 

 令和４年度第１回佐賀県地域医療介護総合確保促進会議開催（書面開催） 
 ・令和４年度内示を受けての基金事業の金額・内容等について意見聴取 

 

(2) 事後評価の方法 

事後評価にあたっては、まず県としての評価を行うこととし、必要に応じて事業実施者

からヒアリング等を実施した。 

その後、「佐賀県地域医療介護総合確保促進会議」等において評価に関する意見を聴取

し、必要に応じて見直し等を行うこととした。 

また、最終的な評価結果が確定した後、県ホームページ等を活用して公表した。 

 

３．計画に基づき実施する事業 
  

事業区分Ⅰ－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設 

又は設備の整備に関する事業 

 事業区分Ⅱ  ：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分Ⅲ  ：介護施設等の整備に関する事業 

事業区分Ⅳ  ：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分Ⅴ  ：介護従事者の確保に関する事業 

事業区分Ⅵ  ：勤務医の働き方改革の推進に関する事業 
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分Ⅱ：居宅等における医療の提供に関する事業） 

事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
16 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,708 千円 
在宅歯科医療推進連携室運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 一般社団法人 佐賀県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅歯科医療における医科、介護等との連携の強化は重要性を増しており、

地域における在宅歯科医療の推進の強化を図ることが重要。 

 アウトカム

指標 

在宅歯科医療を必要とする県民等からの相談を受け、在宅歯科医療の実施

に至った数： 

現状：16件【※相談件数 24 件中】（R2年度）⇒ 

目標：130 件【※相談件数 150 件中】（R4 年度） 

事業の内容 佐賀県歯科医師会が、在宅歯科医療推進連携室を設置し、在宅歯科医療

の推進及び他分野との連携を推進するため、在宅歯科医療希望者への歯科

診療所の紹介、在宅歯科医療に関する相談、医科・介護等との情報交換等

の業務に係る運営費を支援する。 
アウトプット指標 在宅歯科医療を必要とする県民等からの相談を受けた数：150 件 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県民等からの歯・口腔の困りごとに関する相談を受けることで、在宅歯科

医療を実施する件数の増加につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,708  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,138  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,570  

民 (千円) 

7,138  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,708 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
19 

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,496 千円 
在宅歯科診療設備整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 歯科医療機関 

事業の期間 令和４年１０月１日～令和５年３月３１日（１ヶ年） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

主に高齢者・寝たきり者等に対する在宅歯科医療の推進に資するため、

在宅歯科診療を実施する歯科医療機関に対し、在宅歯科医療機器等の設備

を整備することにより、安全で安心な質の高い歯科医療提供体制の充実を

図ることを目的とする。 

 アウトカム

指標 

設備整備をする前の在宅歯科診療の実施回数（月平均）と比較して、設

備整備後の在宅歯科診療の実施回数（月平均）を１割増加する。 

例：１０月に設備整備を行った場合、設備整備をする前（４～９月）の

在宅歯科診療の総実施回数を６で割った数と比較して、設備整備後

（１０月～３月）までの在宅歯科診療の総実施回数を６で割った数

を１割増加する。 

事業の内容 在宅歯科診療を実施している、または、新たに在宅歯科診療を実施する

歯科医療機関が安全で安心な質の高い在宅歯科診療を行うために必要とな

る医療機器等に係る設備整備事業とする。 
アウトプット指標 設備整備を実施した歯科医療機関の増加数（新設７件） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 在宅歯科診療に係る医療機器等の設備整備を行うことにより、在宅歯科

診療の実施回数の増を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,496  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,831  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

916  

民 (千円) 

1,831  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,747 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,749 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 (2) 事業の実施状況 
別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
- 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,481 千円 

慢性期糖尿病者支援多職種連携推進研修等事

業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・特定健診受診者のうち、血糖コントロール不良者（HbA1c8.4％以上）の

約 4 割近くが未治療の状況である。 

・糖尿病性腎症で腎臓内科に紹介される患者の多くが第４期（腎不全期）

で、紹介が遅いと人工透析導入せざるを得ない状況となる。重症化予防（人

工透析導入等）のためには、より早期での紹介が必要である。 

 アウトカム

指標 

糖尿病性腎症による新規透析導入患者数 

 現状：109 名（令和 2年） 

 目標：90 名（令和 6年） 

事業の内容 糖尿病患者が安心して在宅医療を受けることができる体制を整備するた

め、多職種の専門家による病識や食事療法、運動療法、薬物療法等につい

ての共通認識と多くの情報を共有する研修や会議の機会を設け、糖尿病患

者を取り巻く専門家の「顔の見える関係」を構築する。 

併せて、糖尿病コーディネート看護師を中心として基幹病院とその周辺

の医療機関との医療連携（適切な時期のかかりつけ医から専門医への紹介

等）を図ることで合併症の発症、進展を予防し、在宅医療で対応できるよ

うにする。 
アウトプット指標 連携と症例検討のための研修会・会議の開催回数  26 回 

糖尿病コーディネート看護師契約医療機関数 250 件 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

症例検討や会議により、地域での医療機関と保険者、行政等の連携が深

まることにより、未受診者、未治療者、コントロール不良者が減少し、合

併症の進展を予防することができる。 

糖尿病コーディネート看護師が介入し、かかりつけ医での適切な治療、療

養指導の支援を行うことにより合併症の発症、進行を予防できる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,481  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,180  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

13,654  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,827  

民 (千円) 

11,474  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

20,481 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

11,474 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
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備考（注３） R4 年度：5,550 千円、R5 年度：6,723 千円、R6 年度：8,208 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
- 

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,466 千円 
在宅医療・介護連携サポート体制強化事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県医師会、県内郡市医師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化に対応し、各市町が地域包括ケアシステムを深化させている中、

市町では対応が難しい広域的な在宅医療・介護の連携の取組を県が支援す

ることで、医療と介護の切れ目のない支援体制を構築することを推進する。 

 アウトカム

指標 

県内の訪問診療の利用者（患者）数 

5,391 人（2018 年度）→ 5,700 人（2022 年度） 

※年度の訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の平均により算出。 

事業の内容 在宅医療・介護の高齢者（利用者）の情報共有支援 
医療と介護サービスが必要な在宅生活を送っている高齢者の情報を、

ICT を活用し、医療と介護の多職種で情報共有することで、効果的、効率

的に連携して支援を行うことができ、県内の在宅医療・介護サービスが円

滑に提供される環境づくりを行う。 
アウトプット指標  ICT システムで情報を共有している高齢者（利用者）数 

695 人（2022 年３月末）→ 750 人（2023 年３月末） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅医療・介護に関する多職種の ICT システムを活用した情報共有をす

ることで、県内の在宅医療・介護の連携を促進し、医療と介護の両方を必

要とする高齢者に切れ目なくサービスを提供できる体制を構築する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,466  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,155  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

578  

民 (千円) 

1,155  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,733 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,733  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 
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別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
- 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,782 千円 
在宅診療設備整備事業費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療で対応可能な患者の早期退院や地域包括ケアシステムの構築の

推進のため、在宅医療の提供体制を充実させる必要がある。 

 アウトカム

指標 

療養支援診療所・在宅療養支援病院数 

149（R3 年度）→188（R4 年度） 

事業の内容 新たに在宅医療に取り組む医療機関や在宅医療への取組実績がある医療

機関に対して、在宅診療に必要なポータブル式の医療機器の整備費に対し

補助を行う。 
アウトプット指標 在宅医療設備整備医療機関数 10 医療機関 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅診療を行う医療機関を増やし、また診療体制の強化を支援すること

で、在宅診療を 24 時間行う機関である在宅療養支援診療所・在宅療養支援

病院も増加する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,782 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,261  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,130  

民 (千円) 

8,261  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,391 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

12,391  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
10 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

170 千円 

アドバンス・ケア・プランニング普及啓発委託

事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療従事者からアドバンス・ケア・プランニングに関心があっても、患

者や家族等への説明方法等が分からないという声があり、アドバンス・ケ

ア・プランニングを進めるに当たっては、医師等医療従事者にアドバンス・

ケア・プランニングを普及・啓発する必要がある。 

 アウトカム

指標 

医療機関看取り率の低下 

現状：80.92％（H28 年※人口動態調査より） 

→目標：H28 年より低下（年） 

事業の内容 アドバンス・ケア・プランニングに関する医療介護従事者向けの研修会

の開催及び、アドバンス・ケア・プランニングの進め方に関する手引書等

の作成を佐賀県医師会に委託する。 
アウトプット指標 研修参加人数 75 人 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療従事者が研修を受け、アドバンス・ケア・プランニングを活用し、

最期まで在宅等の希望する場所で生きることで、医療機関看取率が低下す

る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

170 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

113  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

57  

民 (千円) 

113  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

170 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

113 

その他（Ｃ） (千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
23 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

471 千円 
在宅医療推進支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全域 

事業の実施主体 佐賀県薬剤師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、在宅医療の質の向上に資

する適切な医療・衛生材料の提供体制が必要。 

 アウトカム

指標 

医療・衛生材料を取り扱う在宅対応薬局数 

32 件（R3 年）→47 件（R4 年） 

事業の内容 薬局における医療・衛生材料の使用状況についてのアンケート調査を行

い、現状を把握した上で、効果的な研修会を実施する。 
アウトプット指標 医療・衛生材料に関する研修会の開催 １回 

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療・衛生材料に関する研修会を行うことで、適切な品目の提案や情報

提供を行うことができる薬剤師を育成し、医療・衛生材料の供給に資する

薬局の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

471  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

157  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

78  

民 (千円) 

157  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

235 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

236  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
12 

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,776 千円 
佐賀県訪問看護サポートセンター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療、地域包括システムの構築を推進するため、訪問看護に従事す

る人材の育成や、訪問看護に関する相談に対応する体制の整備が必要であ

る。 

 アウトカム

指標 

訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算） 

現状：356 人（令和 2年度） ⇒ 目標：410.7 人（令和 4 年度） 

（看護職員業務従事者届による） 

事業の内容 訪問看護師の資質向上のための研修、管理者研修、新卒など訪問看護師

の育成支援、小規模事業所から実地研修の受け入れ等を行い人材育成・人

材確保を行う。また、相談体制を強化し、供給側の訪問看護事業所や医療

機関等の相談に対応する。加えて、訪問看護の普及啓発も行う。 
アウトプット指標 資質向上研修会受講者数：339 人（R2 年度）⇒目標：350 人（R4 年度） 

相談件数：387 件（R2 年度）⇒目標：400 件（R4 年度） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

訪問看護事業所開設や日常の訪問看護業務に関する相談支援、研修会の

開催等によって、訪問看護職員等をサポートし、訪問看護ステーションに

勤務する看護職員の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,776  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,851  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,925  

民 (千円) 

5,851  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,776 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,851 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業  
（事業区分Ⅲ：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.１（介護分）】 

介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

812,197 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町及び事業者 

事業の期間 令和４年４月１日～令和８年３月 31 日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密着型サービス施設等の整備等を

支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進

する。 

アウトカム指標：介護保険者が見込むサービス量を確保する。 

事業の内容 ①地域密着型サービス等整備助成事業 

②介護施設等の開設準備経費支援事業 

③介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援

事業 

④介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支

援事業 

⑤介護療養型医療施設等転換整備支援事業 

⑥介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止のためのゾーニング

環境等の整備に係る経費支援事業（面会室整備分） 

⑦介護職員の宿舎施設整備事業 

アウトプット指標  介護保険者等が見込む開設事業所数を達成するため、地域密着型サービス施

設等の整備等に対する支援を行う。 

 

① 地域密着型サービス等整備助成事業 

・認知症高齢者グループホーム 10 カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所 

 

② 介護施設等の開設準備経費支援事業 

・認知症高齢者グループホーム 10 カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所 

・介護付きホーム（介護付き有料老人ホーム等） 2 カ所 

・介護医療院へ転換する介護療養型医療施設 1カ所 

 

③ 介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組支

援事業 

・介護予防拠点 4 カ所 
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④ 介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入

支援事業 

・養護老人ホーム 1カ所 

 

⑤ 介護療養型医療施設等転換整備支援事業 

・介護医療院へ転換する介護療養型医療施設 1カ所 

 

⑥ 介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止のためのゾーニン

グ環境等の整備に係る経費支援事業（面会室整備分） 

・特別養護老人ホームなど 48 カ所 

 

⑦ 介護職員の宿舎施設整備事業 

・2 カ所 

 

アウトカムとアウト

プットの関連 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備に対する支援を行うことで、介護

保険者が見込むサービス量を確保する。 

 

  
事業に要する

費用の額 事業内容 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１） 

基金 その他 

（Ｃ） 

（注２） 
国（Ａ） 都道府県

（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス等整備助成事業 

(千円) 

403,200 

(千円) 

268,800 

(千円) 

134,400 

(千円) 

 

②介護施設等の開設

準備経費支援事業 

(千円) 

161,563 

(千円) 

107,708 

(千円) 

53,855 

(千円) 

 

③介護予防・健康づ

くりを行う介護予防

拠点における防災意

識啓発の取組支援事

業 

(千円) 

400 

(千円) 

267 

(千円) 

133 

(千円) 

 

④介護施設等の大規

模修繕の際にあわせ

て行う介護ロボッ

ト・ＩＣＴの導入支

援事業 

(千円) 

29,400 

(千円) 

19,600 

(千円) 

9,800 

(千円) 

 

⑤介護療養型医療施

設等転換整備支援事

業 

(千円) 

6,690 

(千円) 

4,460 

(千円) 

2,230 

(千円) 

 

⑥介護施設等におけ

る新型コロナウイル

ス感染拡大防止のた

めのゾーニング環境

等の整備に係る経費

支援事業（面会室整

備分） 

168,000 112,000 56,000  
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⑦介護職員の宿舎施

設整備事業 

(千円) 

42,944 

(千円) 

28,629 

(千円) 

14,315 

(千円) 

 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 

(千円) 

812,197 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

541,464 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

270,733 

民 (千円) 

541,464 

うち受託

事業等

（再掲） 

(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

812,197 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考（注５）  

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別と

しては、「公」に計上するものとする。 
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分Ⅳ：医療従事者の確保に関する事業） 

事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
35 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,388 千円 
新人看護職員研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 （１）新人看護職員研修事業費補助  各医療機関 

（２）新人看護職員等集合研修事業  佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

質の高い医療提供体制を確保するために、看護職員の人材確保・育成が必

要である。 

 アウトカム

指標 

県内病院・診療所における新人看護職員離職率について、6.9％以下とする。 

現状：6.9％（令和 2 年度） ※有効回答率 58.1％ 

事業の内容 （１）新人看護職員研修事業費補助 
病院等が、「新人看護職員研修ガイドライン」に示された項目に沿っ

て新人看護職員に対する研修を行った場合、その必要経費に対し、補助を

行う。 
（２）新人看護職員等集合研修事業 

「新人看護職員研修ガイドライン」に沿った新人看護職員研修を、自施

設単独で完結できない病院等を対象に、研修を補完するために研修会を実

施する。 
また、各施設の教育担当者に、「新人看護職員研修ガイドライン」に示さ

れている新人看護職員研修の実施に必要な能力を習得させ、研修実施病院

等における適切な研修実施体制を確保することを目的として研修会を実施

する。 
アウトプット指標 （１）新人看護職員研修事業費補助 

新人看護職員の離職防止・職場定着を図るため、病院等が行う新人看

護職員研修を支援することにより、看護職員確保を目指す。 
■研修実施施設数 ２２施設 

（２）新人看護職員等集合研修事業 
【新人看護職員多施設合同研修】 

新人看護職員の離職防止・職場定着を図るため、各医療機関が行う新

人看護職員研修を補完するための研修会を実施することにより、看護職

員確保を目指す。 
■研修受講者数 ８０名 

【新人看護職員教育担当者研修】 
新人看護職員の離職防止・職場定着を図るため、各医療機関の新人看

護職員研修体制を構築するための研修会を実施することにより、看護職

員確保を目指す。 
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■研修受講者数 ５０名 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

新人看護職員等に対する研修を充実させることによって、新人看護職員の

離職率改善を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,388  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,221  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,695  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,847  

民 (千円) 

4,474  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,542 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,197 

その他（Ｃ） (千円) 

12,846  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
50 

事業名 No １０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

23,167 千円 
病院内保育所運営費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県内各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

質の高い医療提供体制を確保するために、看護職員の人材確保・育成が

必要である。 

 アウトカム

指標 

県内病院・診療所における看護職員離職率について、7.5％以下とする。 

現状：7.7％（令和２年度） ＊有効回答率 58.0% 

事業の内容 医療従事者の離職防止及び未就業者の再就業の促進を図るため、病院等

の開設者が、従事する職員のために保育施設を設置し、その運営を行うた

めに要した保育士等人件費に対し県が補助を行う。 
アウトプット指標 （看護職員の離職防止・再就業促進を図るため、病院内保育所を運営 

している医療機関に対し補助を行い、県内への看護職員定着につなげる。 
■補助事業者のうち休日保育の実施割合 ５０% 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

休日保育を実施することによって、看護職員が安心して働くことができ

る環境を整備し、離職率の改善を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

23,167  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

5,535  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

10,297  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,148  

民 (千円) 

4,762  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,445 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

7,722  
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No １１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,999 千円 
保健師助産師看護師実習指導者講習会事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

質の高い医療提供体制を確保するために、看護職員の人材確保・育成が

必要である。 

 アウトカム

指標 

（県内看護師等養成所卒業者の県内就業率の上昇 

現状：64.1%（R3.3 末）→目標：64.9%(R5.3 末) 
事業の内容 各施設において実習指導の任にある者（予定の者を含む）に対し、看護

教育における実習の意義並びに実習指導者としての役割を理解し、効果的

な実習指導ができるように、必要な知識、技術を習得させることを目的と

して研修会を実施する。 
アウトプット指標 （実習指導者を対象とした研修会を行うことにより、看護師等養成所の実

習施設の確保及び実習指導施設における教育体制を充実させ、質の高い看

護職員の確保を目指す。 
■講習会受講者数 ７０名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

各看護師等養成所の実習施設数の増加及び教育体制の充実を図ることに

より、卒業者の県内就業率の増加につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,999  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,666  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,333  

民 (千円) 

2,666  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,999 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,666 

その他（Ｃ） (千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
39 

事業名 No １２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

205,920 千円 
看護師等養成所運営費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 各看護師養成所 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療の高度化・専門化に対応し、安全な医療を提供するため、また、多

様化する県民のニーズに対応するため、更に超高齢社会における在宅医療

提供体制を推進するために、看護職員の人材確保・育成を行い、質の高い

医療提供体制を確保することが必要である。 

 アウトカム

指標 

（県内看護師等養成所卒業者の県内就業率の上昇 

現状：64.1%（R3.3 末）→目標：64.9%(R5.3 末) 
事業の内容 看護師等養成所の教育内容の向上並びに養成力の拡充を図るため、その

運営に要した経費等に対し、補助を行う。 
アウトプット指標 各看護師等養成所における教育体制を充実させることにより、質の高い看

護職員を確保する。 
■県内看護師等養成所の卒業者数 
     771 人（R3.3 末）⇒925 人（R5.3 末） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所の質の高い運営により、看護職員の人材（卒業者）を確

保するとともに、卒業者の県内就業率の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

205,920  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

135,803  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

67,902  

民 (千円) 

135,803  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

203,705 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

2,215  
備考（注３）  

 
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
41 

事業名 No １３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,516 千円 
再就業支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後の高齢社会において需要の増加が見込まれる看護職員の人材確保の

ため、潜在看護職員の再就業促進が必要である。 

 アウトカム

指標 

ナースセンター紹介による再就業者数 

現状：180 人（R2 年度）⇒目標：200 人（R4 年度） 

事業の内容 ・地域医療構想や在宅医療等に関する最新知識の習得や、質の高い看護を

提供するための研修会の開催（人材育成） 

・在宅医療に関連する施設等の見学、在宅医療に従事する看護職員との交

流会の開催（在宅医療の魅力啓発） 

・離職時等届出制度の周知 

・離職者への定期的な情報発信（求人情報、再就業支援研修会の案内等） 

・医療機関や介護施設等からの情報収集や未就業者の勤務条件等の情報収

集や相談支援による求人求職のマッチング（人材確保） 
アウトプット指標 県内の新たな医療提供体制を構築するうえで人材の確保が必要となる。未

就業看護職員への人材育成・再就業支援を行うことで、再就業した看護職

員が患者の在宅復帰を見据えた質の高い看護サービスを提供できることを

目指す。また、求人・求職のマッチング機能の向上や、在宅医療の現場で

働くことの意義や魅力を周知・啓発することにより、医療機関の病床の機

能転換や在宅医療を提供する施設の増に伴う看護人材不足を解消すること

を目指す。 
■再就業支援研修会開催数 2 回以上（R4 年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

潜在看護職員の再就業を支援する研修会等の実施を通して再就業を促進

し、看護職員を確保する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,516  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,677  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

839  

民 (千円) 

1,677  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,516 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,677 

その他（Ｃ） (千円) 

  
備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
41 

事業名 No １４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,119 千円 

プラチナナース再就業支援事業 

（キラッとプラチナナース支援事業） 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の職域が拡大し、ますます看護職員の需要が高まる一方で、年

少人口減に伴い、新規看護職員の大幅増は見込めないため、現場で働く 60

歳以上の看護職員（プラチナナース）を増やし、看護職員を確保する必要

がある。 

 アウトカム

指標 

県内病院・診療所における 60 歳以上の看護職員の就業者数（常勤換算） 

現状：1038.2 人（R2 年度）⇒目標：1191.8 人（R4 年度） 

事業の内容 55 歳以上の看護師等の看護職員を対象にした研修会（多様な働き方に

関する講義、60歳以上の再就業者の事例紹介）及び就職相談を開催す

る。 
アウトプット指標 ■再就業支援研修会開催数 2 回 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

60 歳以上の看護職員の再就業を支援する研修会等の実施を通して、再就

業を促進し、看護職員を確保する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,119  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

746  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

373  

民 (千円) 

746  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,119 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

746 

その他（Ｃ） (千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No １５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,921 千円 
精神科救急医療における医師確保事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

精神疾患の急激な発症や精神症状の悪化等により、速やかな医療を必要

とする者に対し、迅速かつ適切な医療を行うため、２４時間３６５日対応

の精神科救急情報センター（以下、「情報センター」という。）を設置して

いるが、国が地域移行を推進する中、情報センターに多数の相談が寄せら

れている。相談の中には医学的判断を要する場合もあるため、医師が迅速

かつ適切な助言ができるよう、情報センターにおいて、常に精神保健指定

医を確保しておく必要がある。 

 アウトカム

指標 

情報センターにおける精神保健指定医確保時間 
通年全日（令和 2 年度） → 通年全日（令和 4 年度） 

事業の内容 精神科救急情報センターの担当者が、精神科医療機関の受診の緊急性を

判断するにあたり、医学的な助言等を行うための精神保健指定医を２４時

間３６５日確保する。医師が助言等を行うことは、情報センターの担当者

の資質向上にも繋がるものであり、ひいては速やかな精神科医療を必要と

する者への適切な医療の提供に資する。 
アウトプット指標 確保する精神保健指定医数 １名 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

通年全日において精神保健指定医を確保することで、情報センターの担

当者に対し医学的な助言等を行い、適切な医療へつなげることができる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,921  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

5,986  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,986  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,993  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,979 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

3,942  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 
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別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25,27 

事業名 No １６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

57,146 千円 
医師確保対策事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県は地域ごと、診療科ごとに医師の偏在がみられ、医師の地域偏在、

医師確保、キャリア形成等の問題に対応する必要がある。 

 アウトカム

指標 

医療施設従事医師数（厚生労働省が示す 2036 年の必要医師数）2,159 人

を下回らないようにする。 

事業の内容 ① 地域医療対策協議会を運営し、医師確保の事業その他本県において必

要とされる医療の確保に関する事項に関し必要な施策を定めるととも

に、医師の確保を図るために必要な事項を協議する。 
② 佐賀県医師育成・定着支援センター（地域医療支援事務の一部委託

先）と連携し、偏在がみられる地域や診療科に自治医科大学及び地域

枠等を中心とした医学生・若手医師を誘導するとともに、面談やセミ

ナー、実習等を通じて本人の能力開発・向上に向けたキャリア形成支

援等を行う。 
③ 県内の臨床研修を実施する病院と連携し、県内の臨床研修医の増加を

図るため、全国の医学生を対象とした合同説明会やバスツアー等を通

じて、県内臨床研修の広報を行う。 
④ 医師修学資金を貸与し、特定の診療科の医師を確保する。 

アウトプット指標 地域医療対策協議会の開催回数    ４回 
自治医大及び地域枠医学生・医師への面談者数  116 名（全員） 
臨床研修合同説明会の開催回数    ２回 
臨床研修バスツアーの参加人数    40 名 
医学生に対する修学資金新規貸与者数 62 名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医師確保等について協議する場を運営し、医師確保等を目的とした地域

医療支援事務（医師修学資金貸与等）を実施することで、地域医療を担う

医師を確保する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

57,146  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

38,097  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

38,097  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

19,049  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

57,146 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 
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備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No １７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

69,972 千円 
産科医等確保支援事業費 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

減少している分娩を取扱う病院・診療所・産科医等の確保を図る必要が

ある。 

 アウトカム

指標 

・県内に勤務する産科・産婦人科医師数（常勤換算） 

73.4 人（R2） → 73.4 人（R4） 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産科・産婦人科医師数 

10.7 人（R2） → 10.7 人（R4） 

事業の内容 分娩を取扱う産科医や助産師に分娩手当を支給する産科医療機関に対し

て、手当支給経費の補助を行う。 
アウトプット指標 ・手当支給者数    116 人（R2）→現状維持（R4） 

・手当支給施設数 19 施設（R2）→現状維持（R4） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 分娩は昼夜を問わず対応が必要になることから医師や助産師に負担がか

かり、分娩をとりやめる医療機関が増えている。この現状に対して、分娩

手当を支給することで処遇改善を図り、産科・産婦人科医師数を維持する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

69,972  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,177  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

11,224  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,612  

民 (千円) 

10,047 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,836 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

53,136  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No １８ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,477 千円 
産科医育成・確保支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

産科医数の伸び悩みや医師の働き方改革を背景として、大学による派遣

医師の再配置、引き上げの動きが顕在化している。また、産科医の高齢化

により、拠点病院（周産期母子医療センター及び地域周産期医療関連施設）

の負担増が懸念される状況において、県内各医療圏の周産期医療体制を維

持する必要がある。 

 アウトカム

指標 

拠点病院の産科・産婦人科医師数（常勤換算）  

36.8 人（R2） ⇒ 現状維持（R4） 

事業の内容 周産期医療体制を維持するため、拠点施設に医師を派遣する医育大学に

産科医の育成・確保事業を委託し、産科医のリクルート体制を強化する。 
アウトプット指標 事業を委託し、拠点施設に産科医を派遣する医育大学数  

2（R4） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 産科医のリクルート体制を強化し、医師派遣体制を確保することで、周

産期医療体制を維持する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,477  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,318  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,318 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,159  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,477 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３） 【R4 実施事業：21,070 千円】R2 基金：7,689 千円、R3 基金：9,904 千円、 
R4 基金：3,477 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No １９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,290 千円 
がん看護師育成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展に伴い、がん分野における在宅医療の推進が求められてい

る現状に鑑み、地域におけるがん医療の推進が求められている。 

 アウトカム

指標 

・研修会に参加した看護師数 70 名程度（Ｒ４）→（Ｒ３：63 名）。 

・研修会に参加した看護師のうち、がん診療連携拠点病院以外の医療機関

に所属する看護師の割合が 80％以上（Ｒ３：73.0％） 

事業の内容 地域におけるがん医療の推進を図るため、主に在宅医療を担う、かかり

つけ医や訪問看護ステーション等の看護師を対象に、がん看護の正しい知

識と多職種連携について学ぶ研修を（公社）佐賀県看護協会に委託し実施

する。 
アウトプット指標 がん看護研修会の開催：２回／年 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

主に在宅医療を担う、かかりつけ医や訪問看護ステーション等の看護師

を対象に、がん看護の正しい知識と多職種連携について学ぶ研修を開催す

ることにより、がん看護に必要な専門的知識・技術を習得したがん看護実

践能力をもった看護職員を増やす。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,290  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

860  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

430  

民 (千円) 

860  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,290 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

860 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業  
（事業区分Ⅴ：介護従事者の確保に関する事業） 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

介護事業所「見える化」による人材確保促進事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,168 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護人材確保の課題として、学生等が就職先を考える際に介護分野

では雇用環境情報等の公表が少なく、将来設計をイメージしにくいと

いう課題がある。 

アウトカム指標： 

介護人材の不足を感じている事業所の割合を 50％以下にする。 

事業の内容 介護事業所の雇用環境情報や介護事業所が行う取組を PR するホー

ムページを作成し、介護事業所の「見える化」を行う。 

アウトプット指標 HP 掲載事業所数：600 事業所 

アウトカムとアウトプットの

関連 

学生等がホームページを閲覧し、介護現場で就労するイメージを描

きやすくしてもらうことによって、介護人材の不足を解消につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,168 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,112 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,056 

民 (千円) 

2,112 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,168 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,112 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

介護の仕事体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,729 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護人材の確保のためには、将来の担い手となる小中学生を中心と

した若年層に介護及び介護の仕事についての理解促進を進める必要が

ある。 

アウトカム指標：県内の介護福祉士養成課程の定員充足率 60％以上 

事業の内容 主に小中学生を対象とした介護の仕事体験イベントの実施 

アウトプット指標 イベント参加者数 400 人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

より多くの小中学生に介護の仕事について知ってもらい、興味関心

を高めることで、将来の介護人材の確保（県内介護福祉士養成課程へ

の入学者数の増加）につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,729 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

4 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,486 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,243 

民 (千円) 

6,482 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

9,729 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,482 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

介護の仕事魅力発信事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,662 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護人材の新規参入を促進するため、介護の仕事に対する理解やイ

メージアップを図る情報発信事業を行う必要がある。 

アウトカム指標：人材不足を感じている事業所の割合の減少（2020 年

度 46.8％→2023 年度 28.0％） 

事業の内容 介護人材の参入促進を目的とした介護の仕事の魅力についての広報

の実施 

アウトプット指標 WEB サイトで掲載するインタビュー記事 20 本（累計）、介護事業者紹

介記事 65本（累計） 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護の仕事及び県内介護事業者についての情報発信を行うことで、

介護の仕事に対するイメージを高め、県内介護福祉士養成課程への入

学者数を増加させる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,662 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

9 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,441 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,221 

民 (千円) 

14,432 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

21,662 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

14,432 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.４（介護分）】 

生涯現役・介護の仕事理解促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,544 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県長寿社会振興財団 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、退職後のセカンドキャリアとして、介護の

仕事（ボランティア）を選んでいただけるように魅力ややりがいを発

信する。また、介護保険の概要等について説明するセミナーを行う。 

アウトカム指標：セミナーを実施し、120 名参加 

事業の内容 退職後のセカンドキャリアとして、介護の仕事（ボランティア）を選

んでいただけるように魅力ややりがいを研修会を通じて発信する 

アウトプット指標 県内全域を対象として、3 地区において研修会を開催する。 

アウトカムとアウトプットの

関連 

退職後のセカンドキャリアとして介護の仕事を選んでいただけるよ

う研修会を実施し、介護の仕事（ボランティア）に関する理解促進を図

る。また、介護保険の概要等について説明するセミナーを行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,544 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,029 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,515 

民 (千円) 

3,029  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,544 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,029 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業  

事業名 【No.５（介護分）】 

介護支援ボランティアポイント制度推進事業

費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,703 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 公益財団法人 佐賀県長寿社会振興財団 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 

  

・新規登録者の募集(Ｒ３年度：約５０名の増) 

・登録者同士の交流を図るため、研修会等を開催 

アウトカム指標：新規登録者数(Ｒ３年度：約５０名の増) 

事業の内容 高齢者が地域貢献や社会参加をすることで介護予防に取り組み、ボ

ランティア活動実績に応じて付与されたポイントを、申請により換金

できる制度。より多くの方が活動しやすい事業とするため、ボランテ

ィア受入機関の既存ボランティアへの登録の呼びかけや自主サーク

ル、通いの場等へのＰＲ活動を行う。 

アウトプット指標  ・ゆめさが大学在校生、卒業生への新規登録促進 20 名を目指す。 

・地域包括支援センターや市町社会福祉協議会などと連携し、新 

規登録者 20 名を目指す。 

・全県的な PR を行い、イベント等でのパネル展を行うなど目に 

触れる機会を増やし、新規登録の 10 名増を目指す。 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護の職場等のボランティア受入の登録の呼びかけや自主サーク

ル、通いの場等へのＰＲ活動を行い、本活動に興味を持ってもらうこ

とで、新規登録者数の増を図る。 

事業に要する費用の額  金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,703 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,469 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,234 

民 (千円) 

2,469 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,703 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,469 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 



50 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.６（介護分）】 

生活支援コーディネーター養成研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

475 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 市町に配置されている生活支援コーディネーターの資質向上 

アウトカム指標：研修受講者 延べ１００人/年 

事業の内容 介護保険制度改正により各市町に配置することになった生活支援コ

ーディネーターの養成研修の実施。 

アウトプット指標 生活支援コーディネーターの数 ９０人（R4） 

アウトカムとアウトプットの

関連 

地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた

取組を推進するため、生活支援の担い手の育成やサービスの開発などを

行う「生活支援コーディネーター」を育成する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

475 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

317 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

158 

民 (千円) 

317 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

475 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

317 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事

業（イ） 

事業名 【No.７（介護分）】 
地域住民支え合い推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

佐賀県全域 

事業の実施主体 佐賀県地域共生ステーション連絡会（第 3 層生活支援コーディネ

ーターの地域共生ステーション代表者による情報共有及び質の

向上に向けた任意団体） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域住民による支え合い体制の整備及び市町村と連携した移動

（輸送）サービス・配食サービスに係る養成 

アウトカム指標：移動サービス・配食サービスに係る養成施設 20

施設 

事業の内容 ・地域住民等に対する生活支援及び移動（輸送）サービスに係る

養成講座 

・経営者や従業者に対する移動（輸送）サービス・配食サービス

に係る養成研修及び勉強会 

・従業者に対する移動（輸送）サービス・配食サービスの担い手

の養成に係る訪問 

・移送（輸送）サービス・配食サービスの立ち上げにかかる継続

支援（相談対応等） 

アウトプット指標 ・地域住民を対象とした生活支援及び移動（輸送）サービスに係

る養成講座 2 回以上 

・経営者や従業者に対する移動（輸送）サービスに係る養成研修

及び勉強会 10 回 

・従業者に対する移動（輸送）サービス・配食サービスの担い手

の養成に係る訪問 5 件以上 

・移送（輸送）サービス・配食サービスの立ち上げにかかる継続

支援（相談対応等）（10 回以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

移動（輸送）サービス・配食サービスに係る講座や施設訪問、継

続支援等を行うことにより、施設に対する移動（輸送）サービス・

配食サービスの養成を図る 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,000  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,333  



52 
 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

667  

公民の別 

（注１） 

民 (千円) 

1,333  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,333 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業 

事業名 【No.８（介護分）】 

多久市老人クラブ事務お助け隊事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

478 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

多久市 

事業の実施主体 多久市 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 老人クラブは年々会員が減少しており、その要因の一つとして、役

員のなり手不足がある。役員になりたくない理由は、主に書類の作成

や会計処理の手間が挙げられる。会員増を図るには、役員の成り手不

足に起因する会計処理の負担軽減が必要である。 

アウトカム指標：老人クラブの会員減少率 2.8%より減  

（Ｒ3：999 人、Ｒ2：1,028 人） 

事業の内容 市町老人クラブは、市町へ報告する実績報告等の書類作成や補助金

に係る実績報告等の書類作成を行う必要があり、その事務処理のお助

け隊として書類代行サービスや会計処理についての助言指導を行う経

費を補助する。 

アウトプット指標 ・書類代行サービス（報告書作成代行）２７件 

・説明会：２回 

アウトカムとアウトプットの

関連 

会員の事務負担軽減を図り、新規入会の心理的ハードルを下げるこ

とで、会員減少の歯止めをかける。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

478 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

319 

基金 国（Ａ） (千円) 

  319 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

159 

民 (千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

478 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.９（介護分）】佐賀県介護予防普及推

進事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,584 千円  
事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年 4 月 1日～令和５年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進行に対応した地域包括ケアシステムの深化・推進が求められ

る中、高齢者の QOL の向上のため、リハビリテーション専門職等の支援

の下、地域における高齢者の自立支援・介護予防の取組を進めることが

必要となっている。 

アウトカム指標：介護予防のための地域ケア個別会議及び住民主体の通

いの場を設けている市町数：20 市町（令和４年度） 

事業の内容 高齢者の自立支援・介護予防の取組を推進するため、 

① 介護予防を推進する人材育成のための研修会 

② 地域ケア個別会議や通いの場の立ち上げ・推進のための市町等への

専門職アドバイザーの派遣調整 

③ 市町等職員を対象に介護予防等に関する研修会の開催や地域ケア

個別会議へ専門職（歯科衛生士、薬剤師、栄養士を含む。）を円滑に

派遣できるような体制の確保 

等を実施する。 

 

アウトプット指標 研修会への参加者数：100 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修会の開催等を通じて介護予防の取組を推進するリハビリテーショ

ン専門職を育成することで、各市町の介護予防の推進体制の強化を図

り、自立支援・介護予防に資する地域ケア個別会議や通いの場を普及さ

せる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,584 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

公  (千円) 

15  
基金 国（Ａ） (千円) 

5,056  
都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

2,528  

民 (千円) 

5,041  
 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

7,584 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

5,041 

備考（注３） 当初の下記の区分で協議を行っていたが、区分を変更 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業イ 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業イ 

事業名 【No.10（介護分）】 
福祉系高校修学資金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県福祉人材・研修センター（社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

慢性的な介護人材の不足 

アウトカム指標：介護職の定着が望める福祉系高校に通う学生に対し

て支援を行い人材の確保・定着につなげる（150 人想定）。 

事業の内容 介護福祉士養成課程高校に通う学生に対して新たに返済免除付き貸付

を行う。 

アウトプット指標 〇福祉系高校に通う学生に介護分野で学べるよう貸付を行う。3 年間

介護分野の仕事に継続して従事すれば返済免除。 
・国家試験受験対策費用 4 万（年額） 
・就職準備金 20 万円（就職する場合及び最終回に限る） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

福祉系高校で介護を学ぶための資金を必要とする若者が、経済面で支

障なく介護分野で学べる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,000  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

12,000  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,000  

民 (千円) 

12,000  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

18,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

12,000 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業ロ 

事業名 【No.11（介護分）】 
介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県福祉人材・研修センター（社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

慢性的な介護人材の不足 

アウトカム指標：他業種で働いていた方等の介護職への参入促進を図

る（15 人想定）。 

事業の内容 他種からの転職者に、就職する際に必要な経費に対し、新たに返済免

除付き貸付を行う。 

アウトプット指標 〇他業種で働いていた方等の介護分野へ就職時に支援（貸付）を行う。

2 年間介護分野の仕事に継続して従事すれば返済免除。 
・介護分野就職支援金 20 万円 

アウトカムとアウトプット

の関連 

他業種から介護職への参入の負担を軽減する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000  

民 (千円) 

2,000  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,000 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

将来を担う介護人材の支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,707 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 近年、介護に関する資格を取得する高校の定員充足率は過半数割れ

を続けている状況にあり、介護に関する資格を取得する高校は普通高

校等と比べ、実習関係費用やテキスト代等の負担が重く、福祉課程へ

の進学を志す学生の懸念材料の一つとなっている。 

アウトカム指標：高校卒業後、県内の福祉施設へ就職する者が１０名

以上増加 

事業の内容 介護に関する資格を取得する高校に補助等を行い、学生の資格取得

に係る負担を軽減する。具体的には、資格取得に係る経費（介護実習に

必要な被服費、実習費、福祉高校特有の教材費等）を、生徒一人あたり

の上限を設けて補助する。 

アウトプット指標 介護福祉士養成課程の定員充足率（高校のみ）の定員充足率の５％

以上の上昇 

アウトカムとアウトプットの

関連 

県内の福祉養成校を卒業した者が県内の福祉施設に就職することで

介護人材の確保が期待できる 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,707 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,805 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,902 

民 (千円) 

7,805 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

11,707 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,805 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.13（介護分）】 
介護員養成研修受講支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,897 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の参入を図るとともに、介護業務におけるスキルアップ

を図ることによる定着を促進する必要がある。 

アウトカム指標：介護人材の資質向上、参入促進、定着 補助 25
人以上 

事業の内容 生活援助従事者研修・介護職員初任者研修を修了し、県内事業

所で就労した者又は従業者の研修受講料を負担した事業者に対

して、受講に要した経費の助成を行う。 
また、事業の周知を図るためのチラシを作成・配布する。 

アウトプット指標 補助人数 25 名 
アウトカムとアウトプット

の関連 

受講料の補助を行うことにより介護人材の新規参入の促進及び

スキルアップによる人材定着が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,897  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,265 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,265  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

632  

民 (千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,897 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験事業 

事業名 【No.14-1（介護分）】 

介護人材確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,578 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県福祉人材・研修センター（社会福祉法人佐賀県社会福祉協

議会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の確保 

アウトカム指標：採用に結び付いた人数 30 名（R3 年度 13 名） 

事業の内容 ・様々な世代を対象とした職場体験を含む見学会の開催 

アウトプット指標 ・介護施設勤務未経験者等向けの施設見学会 15 名 

・介護職を目指す高校生を対象としたセミナー開催 ２回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

求人事業所と求人者、双方のニーズを的確に把握することによ

り、介護分野への人材の参入及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,578  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,052  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

526  

民 (千円) 

1,052  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,578 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,052 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者･女性･高齢者）の参入促進事業   

     イ 

事業名 【No.14-2（介護分）】 

介護人材確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,399 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県福祉人材・研修センター（社会福祉法人佐賀県社会福祉協

議会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の確保 

アウトカム指標：採用に結び付いた人数 30 名（R3 年度 13 名） 

事業の内容 ・職場の開拓 

・就職相談及び職場紹介 

・就職希望者に対する説明会 

・職場づくりへの指導及び助言 

アウトプット指標 ・キャリア支援専門員による事業所の巡回 

・県内ハローワークにおける出張相談 60 回 

・介護分野への就職希望者を対象にした説明会等 ２か所 

・求職者のニーズに合った職場づくりの指導及び助言 80 件 

・介護福祉施設経営相談 50 件 

・求人を出していない事業所への積極的な情報提供 50 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

求人事業所と求人者、双方のニーズを的確に把握することによ

り、介護分野への人材の参入及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,399  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,599  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,800  

民 (千円) 

7,599  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

11,399 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,599 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.14-3（介護分）】 

介護人材確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

573 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県福祉人材・研修センター（社会福祉法人佐賀県社会福祉協

議会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の確保 

アウトカム指標：潜在的有資格者（介護福祉士）届出人数 150 名

（R3 年度 120 名） 

事業の内容 ・再就業希望者に対する支援 

アウトプット指標 ・潜在的有資格者への届出制度の PR（新聞広告掲載２回ほか） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

求人事業所と求人者、双方のニーズを的確に把握することによ

り、介護分野への人材の参入及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

573  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

382  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

191  

民 (千円) 

382  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

573 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

382 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支

援事業（イ） 

事業名 【No.15（介護分）】 

「介護に関する入門的研修」事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,147 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護の現場は、医療が必要な高齢者や認知症高齢者が年々増加してい

る。また、介護人材の極端な不足から、介護職員一人当たりの負担が重

くなっており、介護の労働環境の改善が求められている。 

アウトカム指標：就労に結び付いた人数 １０人（R３年度：１人） 

事業の内容 介護未経験者を対象にした研修を各地で実施し、自立支援の介護の仕

事や認知症ケアの基礎知識を理解促進する。また、介護分野への参入の

きっかけ作りを行うため、介護事業所との就労マッチングまで行うこと

で、介護現場の「労働環境を整備」し、多様な人材の介護分野への参入

を促進させる。 

アウトプット指標 研修への参加者数 ８０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護未経験者の介護分野への参入のきっかけを増やすとともに、介護

の業務に携わる上での不安を払拭することで、介護分野への多様な人材

の参入を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,147 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,765 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,382 

民 (千円) 

2,765 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,147 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,765 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事 

     業 

事業名 【No.16（介護分）】 
外国人留学生に対する日本語学習支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

800 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後も生産年齢人口が減少していくことを踏まえ、若い世代の

人材を確保していくことに加え、人材の裾野を広げていく取組が

必要である。 

アウトカム指標：人材不足を感じている事業所の割合の減少

（2020 年度 46.8％→2023 年度 28.0％） 

事業の内容 介護福祉士養成施設が、カリキュラム外の時間において、留学

生に対し実施する日本語学習支援や専門知識の強化するための

授業の実施に係る経費に対し、補助を行う。 

アウトプット指標 留学生に対する日本語学習支援等を行う県内の介護福祉士養成

施設 ２団体 
アウトカムとアウトプット

の関連 

介護福祉士養成施設が留学生への日本語学習支援等の取組を行

うことで、質の高い人材が養成され、介護事業所での雇用定着に

つながり、人材不足に貢献することが期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

800 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

533 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

267 

民 (千円) 

533 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

800 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

533 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業

（イ） 

事業名 【No.17（介護分）】 

介護事業所による留学生への奨学金等支給に

係る支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,000 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後も生産年齢人口が減少していくことを踏まえ、若い世代の人材

を確保していくことに加え、人材の裾野を広げていく取組が必要であ

る。 

アウトカム指標：人材不足を感じている事業所の割合の減少（2020 年

度 46.8％→2023 年度 28.0％） 

事業の内容 介護福祉士国家試験を受験する意思のある留学生へ奨学金等の支援

を行う介護事業所を運営する法人に対し、当該奨学金等の経費の一部

を補助する。 

アウトプット指標 奨学金等支給による留学生支援を行う事業所数 15 事業所 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護事業所が留学生に対する財政的支援を行うことにより、質の高

い人材が養成され、雇用定着にもつながり、人材不足に貢献すること

が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,000 

民 (千円) 

6,000 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

9,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,000 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業

（ロ） 

事業名 【No.18（介護分）】 

佐賀県内介護事業所と留学生とのマッチング

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,000 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 今後も生産年齢人口が減少していくことを踏まえ、若い世代の人材

を確保していくことに加え、人材の裾野を広げていく取組が必要であ

る。 

アウトカム指標：人材不足を感じている事業所の割合の減少（2020 年

度 46.8％→2023 年度 28.0％） 

事業の内容 介護福祉士国家資格の取得を目指す留学生と県内介護事業所とのマ

ッチング事業（マッチング事業を行うために必要な留学生に対する情

報発信・PR 活動、留学生の情報収集及び県内介護事業所への情報提供

を含む）等を行う介護福祉士養成施設等へ当該事業に係る経費の助成。 

アウトプット指標 留学生と県内介護事業所とのマッチング事業を行う県内の介護福祉 

士養成施設 ２団体 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護福祉士国家資格の取得を目指す留学生と県内介護事業所とのマ

ッチング事業を支援することで、外国人人材の確保につながり、人材

不足に貢献することが期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,333 

民 (千円) 

4,667 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

7,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,667 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業（イ） 

事業名 【No.19（介護分）】 

介護職員キャリア研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,111 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県介護福祉士会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護従事者の離職率は高く、人材が不足していると感じている事業所

の割合は令和２年度時点で 60.8％となっている。 

アウトカム指標：介護職の離職防止を図り、介護サービス全体の質の向

上につなげる。 

事業の内容 介護職員に対して、キャリアに応じて必要な知識等について習得する

研修を実施する。 

アウトプット指標 受講者 60名（1講義あたり） 

アウトカムとアウトプットの

関連 

研修を受講することにより、明確なキャリアデザインを描くことがで

きるようになり離職防止に資する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,111 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,074 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,037 

民 (千円) 

2,074 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,111 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,074 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



68 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の支援 
（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業（イ） 

事業名 【No.20（介護分）】 
介護職員特定課題等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,973 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

（医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者に対し、適切に対応でき

る介護職員を養成する必要がある 

アウトカム指標：研修修了者 200 名／年 

事業の内容 介護職員が喀痰吸引や胃ろうの処置等一部の医療行為を行うた

めの登録制度が、平成 24 年度に発足したことをうけて、登録の

ための研修及び指導者の育成と特定認定行為認定者のフォロー

アップを実施する。 

アウトプット指標 ○第１・２号研修 １回／年、第３号研修 ２回／年 
○介護職員等フォローアップ研修 １回／年 
○指導者講習 １回／年 
○指導者フォローアップ講習 １回／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修を実施し、介護現場において喀痰吸引等の特定認定行為を行

う介護職員等を養成する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,973  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,648  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,325 

民 (千円) 

6,648 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

9,973 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,648 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 



69 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業（イ） 

事業名 【No.21（介護分）】 

介護職員ストーマケア研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,067 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護労働安定センター佐賀支部 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ ストーマについての基本的な知識、ストーマ周辺のスキンケア、ス

トーマ装具の交換方法などの知識・技術を習得し、介護職員の介護技

術のスキルアップを図る。 

アウトカム指標：修了者 80 名 

事業の内容 介護職員向けのストーマケアに関する研修を県内各地で実施する。 

アウトプット指標 研修実施回数：県内 4ケ所×1 回 

参加者数：80 人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

高齢となったオストメイトの方々に適切なケアができる体制をつく

り、オストメイトの方々の将来的な介護に対する不安を解消する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,067 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

711 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

356 

民 (千円) 

711 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,067 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

711 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



70 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修支援事

業（イ） 

事業名 【No.22（介護分）】 
施設従事者のための虐待防止研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,609 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者虐待が年々増加傾向にあること。 

アウトカム指標：研修受講率100％  

事業の内容 高齢者虐待防止及び対応力の向上を目的として、養介護施設従事

者及び市町、地域包括支援センター職員等に対して研修を実施す

る。 

アウトプット指標 受講者数：２７０名 

・施設従事者初任者研修      ４０名×２回 

・施設従事者リーダー研修     ４０名×２回 

・施設管理者研修         ４０名×１回 

・地域包括支援センター職員等研修 ４０名×１回 

・市町職員等事例検討会      ３０名×１回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

養介護施設従事者等が高齢者虐待に係る知識を習得することによ

り、意識啓発が図られ、高齢者虐待が減少する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,609 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,073 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

536 

民 (千円) 

1,073  
計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,609 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,073 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  

 
 
 
 
 



71 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修支援事業

（イ） 

事業名 【No23（介護分）】 

看取り普及啓発委託事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,412 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県医療センター好生館 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護施設における看取りを行うため、医療センター好生館が培って

きた看取りに関する医療的ケアの知識や技術を介護職員に習得させる

ことにより、介護施設での看取りの普及を図る。 

アウトカム指標：医療機関看取り率：2016 年（80.92%）より低下 

事業の内容 施設（主に介護施設）での看取りに対応するため、各施設から職員を

派遣し、好生館の緩和ケア病棟で数日間、実務実習を受講することで

看取りを学び、各施設での看取り体制を構築する。 

アウトプット指標 実施施設数：（R3）延べ 19 施設 → （R4）延べ 24 施設 

アウトカムとアウトプットの

関連 

施設（主に介護施設）での看取りに対応するため、各施設から職員を

派遣し、好生館の緩和ケア病棟で数日間、実務実習を受講することで

看取りを学び、各施設での看取り体制を構築していく 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,412 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,275 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,137 

民 (千円) 

4,275 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

6,412 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,275 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業（ハ） 

事業名 【No.24（介護分）】 

地域包括ケアに向けた介護支援専門員の各

地区研修実施事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,603 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県介護保険事業連合会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 地域包括ケアシステムの構築を推進する中で、介護支援専門員は地

域における多職種連携の要となる存在であるため、介護支援専門員の

資質向上を図る必要がある。 

アウトカム指標：介護支援専門員の資質向上を図るための各地域にお

ける研修の受講者数 1,000 名 

事業の内容 県内 5 地区で、多職種連携や社会資源の発掘や、地域課題への気づ

きに資する研修を行う 

アウトプット指標 介護支援専門員研修を年 6 回、多職種連携研修を年 4 回開催する 

アウトカムとアウトプットの

関連 

地域包括ケアシステムの中核を担う介護支援専門員の資質向上を図

ることで、地域における多職種連携及び地域包括ケアシステムを推進

する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,603 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,069 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

534 

民 (千円) 

1,069 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,603 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,069 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 



73 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業（ハ） 

事業名 【No.25（介護分）】 

介護支援専門員地域同行型研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,551 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀中部広域連合、鳥栖地区広域市町村圏組合、杵藤地区広域市町村

圏組合 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 地域包括ケアシステム構築の推進のため、地域における実践的な学

びの場や有効的なスーパービジョン機能など、介護支援専門員の更な

る質の向上が求められている。 

アウトカム指標：地域の OJT の機会が少ない実務経験 1 年程度の介護

支援専門員の研修受講者数 35 名（佐賀中部広域 15 名、鳥栖広域 10 名、

杵藤広域 10 名） 

事業の内容 OJT の機会が少ない実務経験１年程度の介護支援専門員が、主任介護

支援専門員と一緒にケアプランの作成に必要なモニタリングや担当者

会議を行うといった、実習型研修を実施する。 

アウトプット指標 研修会（アドバイザー事前研修 2日間、全体研修 2 日間、同行演習 4 

日間）を開催する。 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護支援専門員の実務能力の向上及び主任介護支援専門員の指導力

の向上により、介護支援専門員全体の質の向上を図ることで、良質な

ケアマネジメントを提供する体制を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,551 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,701 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,701 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

850 

民 (千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,551 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 
 



74 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業（ハ） 

事業名 【No.26（介護分）】 

介護支援専門員指導者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,176 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県介護保険事業連合会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 地域の介護支援専門員に対し、指導や事例検討会など実践的な研修で

指導する役割を行うスーパーバイザーが不足している 

アウトカム指標： スーパーバイザー20名を養成する。 

事業の内容 事業所から推薦を受けた主任介護支援専門員を対象に、講義や事例

検討会などの演習形式の研修を行う。 

主任介護支援専門員を対象としたフォローアップ研修を行う。 

アウトプット指標 研修会を年 11 回開催する。 

アウトカムとアウトプットの

関連 

指導者であるスーパーバイザーを育成することで、介護支援専門員の

質の向上を図り、安定的な人材育成を行う。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,176 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,451 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

725 

民 (千円) 

1,451 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,176 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,451 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



75 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業（ハ） 

事業名 【No.27（介護分）】 

介護支援専門員指導者実践力向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,438 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護保険事業連合会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 地域の介護支援専門員の指導的立場である主任介護支援専門員の一

層の質の維持・向上が必要となっている。 

アウトカム指標：地域の指導的立場である主任介護支援専門員の指導

力向上 

事業の内容 指導者として養成された介護支援専門員を県内各地域で行われてい

る事例検討会に派遣する。また、先進地で行われている介護支援専門

員の法定研修に指導者をファシリテーターとして派遣する。 

介護支援専門員法定研修の実施方法の検討を行い、内容の充実を図る。 

アウトプット指標 ・県内各地域の事例検討会への派遣：10回／年、4 人／回 

・先進地で実施の法定研修への派遣：2回／年、2 人／回 

アウトカムとアウトプットの

関連 

指導者を地域の事例検討会や先進地で実施されている研修へ派遣す

ることで、スーパーバイザーとしての実践力が養われるともに、ファ

シリテーターとしての技術向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,438 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,292 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,146 

民 (千円) 

4,292 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

6,438 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,292 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.28（介護分）】 

地域包括支援センター機能強化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,320 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢化の進行に対応した地域包括ケアシステムの深化・推進のため、

高齢者の総合相談窓口であり、取組の核となる地域包括支援センター

の機能を強化するとともに、地域包括支援センター等の地域の関係機

関の連携強化を図ることが必要となっている。 

アウトカム指標：県内 20 市町での地域包括ケアシステムの深化・推進 

事業の内容 地域包括支援センターの機能強化及び関係機関の連携強化を推進す

るため、 

① 地域包括支援センター職員の研修会 

② 県、介護保険者・市町、関係団体による地域包括ケアシステムに

関する情報共有及び連携のための会議 

③ 市町及び地域包括支援センターが認知症施策や生活支援体制整備

事業、介護予防事業、地域ケア会議を効果的に実施するためのア

ドバイザー派遣 

アウトプット指標 研修受講者数：50 人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

本事業による介護保険者・市町への支援を通じ、地域包括支援セン

ターの人材育成、能力向上を図ることで、地域包括ケアシステムの要

となる地域包括支援センターの機能強化及び関係機関との連携強化を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,320 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,320 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,547 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

773 

民 (千円) 

227 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,320 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

227 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成 ・ 資

質向上事業 

事業名 【No.29（介護分）】 

在宅医療・介護連携サポート体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,181 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県、佐賀県医師会、県内郡市医師会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢化に対応し各市町で地域包括ケアシステムの深化・推進が必要

とされる中、単独市町では対応が難しい広域的な在宅医療・介護連携

の取組を県が支援することで、県内の高齢者に切れ目ない在宅医療・

介護サービスを提供できる地域づくりを推進する 

アウトカム指標：県内の訪問診療の必要量 

 5,391 人（2018 年度）⇒ 5,700 人（2022 年度） 

事業の内容 県内の広域的な在宅医療・介護連携の取組を推進するため 

①市町及び郡市医師会等の在宅医療・介護連携関係者を集めた会議及

び研修会の開催 

②地域の郡市医師会等の相談支援・情報提供 等を実施する。 

アウトプット指標 研修会への参加者数：100 名 

アウトカムとアウトプットの

関連 

本事業での会議や研修会などの取組を通じて、医療・介護の多職種

の広域的な連携の取組を強化することで、県内の在宅医療・介護連携

を促進し、医療と介護の両方を必要とする高齢者に切れ目なくサービ

スを提供できる地域づくりが促進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,181 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,787 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,394 

民 (千円) 

2,787 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,181 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,787 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 
 
 



78 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等（イ認

知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業） 

事業名 【No.30（介護分）】 

認知症介護研修事業  

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,324 千円  
事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 認知症の人の増加に対応するには、認知症ケアに関する知識と技術

を兼ね備えた人材が必要となる。認知症介護の研修はステップアップ

式となっており、認知症介護経験年数等に応じた研修を受講すること

で、認知症ケアの質の向上につなげ、さらに認知症の人が安心して生

活できる体制を整える必要がある。 

アウトカム指標： 認知症介護基礎研修無資格者がすべて受講している 

認知症介護実践者研修 90 名/年受講、認知症介護実践リーダー研修 10

名/年受講 

事業の内容 認知症介護基礎研修、認知症地域支援体制人材養成研修、認知症介

護指導者フォローアップ研修の受講により、認知症ケアに関する資質

の向上及び介護従事者の地域連携のための顔の見える体制づくりを支

援する。 

アウトプット指標 認知症介護基礎研修：e-ラーニングを受講 

認知症地域支援体制づくり人材養成研修：3 回／年受講 

認知症介護指導者フォローアップ研修 １名／年受講 

アウトカムとアウトプットの

関連 

研修を開催することで、受講者が自施設に学んだことを生かしてい

くことで、施設の他職員にも認知症ケアの学びが広がり、他職員の認

知症介護研修の受講者も増える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,324 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

883 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

441 

民 (千円) 

883 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,324 

うち受託事

業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

883 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） 財源：H27（補）190 千円、R3：1,706 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等

（イ） 

事業名 【No.31（介護分）】 
認知症ケアに携わる人材の育成のための研

修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,653 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症リハビリテーションに特化した内容の研修は県では行

えていないため、認知症の方が多く参加しているデイケア等で認

知症の進行・悪化に効果的な認知症リハビリテーションのエビデ

ンスに基づいたプログラムの提供が十分に行えていない。 

令和 5 年度末までの本研修受講者実人員 1,600 人 

事業の内容 認知症ケアに携わる者のリハビリテーションの普及のための

研修を実施 

アウトプット指標 受講者数：延べ 500 人/年（実数：200 人/年） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

研修を受講することにより認知症リハビリテーションの普及

を図り地域の認知症患者の進行予防が図れる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,653 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,102 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

551 

民 (千円) 

1,102 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,653 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,102 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等

（イ） 

事業名 【No.32（介護分）】 
認知症医療研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,848 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月 1 日～令和５年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 認知症の発症初期から状況に応じて医療と介護が一体となった支

援体制の構築を図る。 

アウトカム指標：研修受講者 250 人／年 

事業の内容 認知症の診療やその他の支援を担う医師、歯科医師、薬剤師、看護

師長レベルの看護師等向けの研修会を実施し、地域医療の質の向上

や適切な支援・ケアの提供につなげる。 

アウトプット指標 ○認知症サポート医フォローアップ研修 1 回／年 
○認知症かかりつけ医対応力向上研修 4 回／年 
〇歯科医師認知症対応力向上研修 1 回／年 
〇薬剤師認知症対応力向上研修 1 回／年 
○看護職員認知症対応力向上研修 1 回／年 
○病院以外勤務の看護職員等認知症対応力向上研修 1 回／年 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

認知症サポート医、かかりつけ医、歯科医師等に対し認知症診療や医療

介護連携などに関する研修を実施し、認知症医療の質の向上を図るととも

に、看護師長レベルの看護師等に対し認知症の基本知識や連携の必要性、

認知症ケアの原則を習得するための研修を実施し、自施設において部下の

教育を行うことで適切な対応の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,848 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

公  (千円) 

  
基金 国（Ａ） (千円) 

2,565 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

1,283 

民 (千円) 

2,565 

計（Ａ＋

Ｂ） 
(千円) 

3,848 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

2,565 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等（イ） 

事業名 【No.33（介護分）】 
認知症ケア・アドバイザー派遣事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,492 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護保険事業所においては認知症ケアに関する研修受講等などで認知

症介護の質の向上に努めているが、研修で学んだ知識や技術を実際の

ケアに活かせているのか客観的に示せるものがない。 

アウトカム指標：認知症介護各種研修受講者数の増加 

認知症介護実践者研修受講者数 90 人/年、認知症介護実践リーダー研

修受講者数 10 人/年 

事業の内容  認知症介護の質の向上に取り組む意向がある事業所を募集し、認知

症ケアの評価法の一つである認知症ケアマッピングの技術を習得した

アドバイザーを事業所に派遣し、一定期間に 2 回認知症ケアマッピン

グを実施する。また、パーソン・センタード・ケアについての勉強会を

実施する。 

アウトプット指標 アドバイザー派遣希望事業所数の増加（25 事業所：認知症ケア 
マッピング 15 事業所、パーソン・センタード・ケア勉強会 10 事業所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 介護保険事業所にて本事業を実施し、認知症ケアマッピングという

手法を用い認知症ケアのアドバイスを行うことで、施設の認知症ケア

の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,492 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,661  
基金 国（Ａ） (千円) 

1,661 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

831 

民 (千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,492 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等

（イ） 

事業名 【No.34（介護分）】 
認知症対応型サービス管理者等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

704 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和 4年 4月 1日～令和 5 年 3月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ サービスの提供に関する知識・技術に係る研修を実施することにより、認

知症介護を提供する事業所における介護サービスの質の向上とサービス提

供の確保を図る。 

アウトカム指標： 研修修了者 100 名 

事業の内容 厚生労働省令で定める、認知症対応型サービス事業所等の開設者および

管理者、計画作成担当者が受講する研修会を開催する。 

関係省令「指定地域密着型サービス事業の人員、設備及び運営に関する

基準」・「指定地域密着型介護予防サービス事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び研修」 

アウトプット指標：研修会の実施 4 回/年 

アウトプット指標 研修会の実施 4 回/年 

アウトカムとアウトプットの

関連 

サービスの提供に関する知識・技術に係る研修の受講を通じて、県内

の認知症介護を提供する事業所における介護サービスの質の向上とサー

ビス提供が確保される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

704 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基金 国（Ａ） (千円) 

469 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

235 

民 (千円) 

469 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

704 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

469 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業ロ 

事業名 【No.35（介護分）】 
チームオレンジ・コーディネーター養成研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

419 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 佐賀県      

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症の人と家族が住み慣れた地域で安心した生活を送るた

めには、地域住民の支えが必要不可欠となってくる。認知症サポ

ーターの力を活用した地域づくりを行っていくことが重要であ

る。 

アウトカム指標：5 市町でチームオレンジが構築する。 

事業の内容 認知症本人・家族を含めた地域のサポーターと多職種の職域サポ

ーターのチーム（チームオレンジ）を作るうえで、中心的役割を

担うコーディネーターを配置する市町に対して、県はそのコーデ

ィネーターを養成するための研修を実施する。 

アウトプット指標 ７市町にコーディネーターが配置される。    
アウトカムとアウトプット

の関連 

各市町のコーディネーターが研修を受け、チームオレンジ構築・

運営を円滑にできる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

419 

金額 金

額 

(千円) 

279 

基金 国（Ａ） (千円) 

279 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

140 

民 (千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

419 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ2：372 千円、Ｒ3：484 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業（イ） 

事業名 【No.36（介護分）】 

成年後見人等人材養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,212 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県社会福祉士会 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢化の進展に伴い、認知症高齢者が増加していることから、成年後見制度を必要

とする高齢者も増加することが予想されるが、県内においては、後見人を受任できる

受け皿が十分ではないことから、受け皿の充実が求められる。 

アウトカム指標：成年後見制度利用促進に向けて中核機関を設置した市町数：３市町 

事業の内容 ①市町担当者及び市町社会福祉協議会向け研修会の開催 

②成年後見制度に関する研修会の開催 

③市民後見人の支援体制の整備 

④県内の行政・司法・福祉関係者等による会議の開催 

アウトプット指標 ①研修参加者：40 名 

②研修参加者：50 名 

③社会福祉士会管理下における市民後見人：35 名 

④関係者等による会議：1 回 

アウトカムとアウトプットの

関連 

研修会の開催等を通じて成年後見制度の利用を円滑化する中核機関設置の推進や、

市民後見人育成を目的とした周知活動を実施することで、成年後見の担い手となる人

材・法人の確保に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,212 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,141 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,071 

民 (千円) 

6,141 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

9,212 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,141 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業（ロ） 

事業名 【No.37（介護分）】 

介護サービス相談員育成に係る研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,413 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護サービスのさらなる向上・充実のために、二人一組でしか活動

できない介護サービス相談員補のみでなく、一人でも事業所を訪問す

ることのできる介護サービス相談員（正）を育成する必要がある。 

アウトカム指標：介護サービス相談員の研修を年３回実施することで、

介護サービス相談員を育成し、全体の介護サービス相談員の訪問回数

を約 2,000 回、訪問事業所数を 207 箇所にする。 

事業の内容 介護サービス相談員補研修、介護サービス相談員（正）研修、介護サ

ービス相談員現任研修に係る研修費用について助成する。 

アウトプット指標 介護サービス相談員（正）を 10 名以上養成 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護サービス相談員の育成を行うことで、訪問箇所や回数を増やし、

介護サービスのさらなる向上・充実、サービス利用者の疑問・不満や、

孤独感の解消につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,413 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

942 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

471 

民 (千円) 

942 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,413 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

942 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）若手介護職員交流推進事業（ハ） 

事業名 【No.38-1（介護分）】 

明るい職場づくり推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,448 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県福祉人材センター（社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・若手介護職員の離職防止 

アウトカム指標：参加事業所の離職率が、県内の介護職員の離職

率 14.9％（令和 2 年度）を下回る。 

事業の内容 ・事業所を越えた職員同士のネットワークの構築 

アウトプット指標 ・職場を越えた若手介護従事者交流会 県内 2 か所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

若手介護職員間の事業所を越えたネットワークを構築すること

により、離職率の低減を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,448 

基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

金

額 

(千円) 
0 

基金 国（Ａ） (千円) 
965 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
483 

民 (千円) 
965 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 
1,448 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

965 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

     （イ） 

事業名 【No.38-2（介護分）】 

明るい職場づくり推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,770 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県福祉人材センター（社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護従事者の労働環境の整備 

アウトカム指標：参加事業所の離職率が、県内の介護職員の離職

率 14.9％（令和 2 年度）を下回る。 

事業の内容 ・職場環境の改善支援活動 

アウトプット指標 ・職場環境改善アドバイザー派遣 12 事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護従事者の職場環境改善を図ることにより、離職率の低減を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,770 

基金充当

額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

金

額 

(千円) 
0 

基金 国（Ａ） (千円) 
1,180 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
590 

民 (千円) 
1,180 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 
1,770 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,180 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（イ） 

事業名 【No.39（介護分）】 

サービス提供責任者研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,420 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護労働安定センター佐賀支部 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ サービス提供責任者は訪問介護において重要な役割を担っているにも

かかわらず、その業務を学ぶ機会が十分に得られない事業所や、人員配置

の都合上、訪問介護の未経験者がサービス提供責任者を務める事業所があ

る。サービス提供責任者の役割や業務などを学ぶ研修を実施することで、

訪問介護サービスの質の向上を図る必要がある。 

また、社会情勢の変化とともに、一般企業のみならず介護事業所等にお

いても、事業に影響を及ぼすあらゆるリスクを事前に把握し、その影響を

回避するまたは最小限に抑えるため、リスクマネジメントの一環として、

セクシュアルハラスメント対策、介護職員のストレスケア、感染予防対策

等幅広いリスクや課題に対応するための技術的な相談ができる場が必要

である。 

アウトカム指標：修了者 80 名 

事業の内容 介護事業所のサービス提供責任者を対象とした研修に係る経費及びリス

クマネジメントの一環としての幅広い技術的な相談に対応するための経

費を補助する。 

アウトプット指標 修了者：基礎編 40名 応用・実践編 40名 

アウトカムとアウトプットの

関連 

サービス提供責任者に対し、その役割や業務内容、必要となる知識、技

術等を学ぶ研修を実施し、訪問介護サービスの質の向上を図る。また、介

護事業所が抱える様々な技術的な相談にセミナーや個別訪問を通じて対

応することで、各事業所のリスクマネジメントの強化及び職場環境の改善

を推進する。  
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,420 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

947 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

473 

民 (千円) 

947 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,420 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

947 

その他（Ｃ） (千円) 
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備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

（イ） 

事業名 【No.40（介護分）】 
抱え上げない介護普及推進事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,910 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護職員の身体的負担の軽減や、魅力ある介護現場を創出し、人

材の定着を促進するため、介護事業所管理者に「抱え上げない介

護」に対する理解を図る必要がある。 

アウトカム指標：施設での抱え上げない介護導入への取組を行う

事業所数５ 

事業の内容 ・介護事業所の経営者等を対象とした研修会の開催 

アウトプット指標 ・導入研修会 ５事業所 
アウトカムとアウトプット

の関連 

「抱え上げない介護」」を実施する介護事業所が増えることに

より、身体的負担が軽減による離職の防止及び介護現場のイメー

ジアップが期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,910 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,940 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,940 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

970 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,910 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

（イ） 

事業名 【No.41（介護分）】 
介護職場環境改善セミナー事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,600 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 公益財団法人 介護労働安定センター佐賀支部 

事業の期間 令和４年 4 月 1 日～令和５年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材不足の現状において、現在在職している職員を離職させ

ないためにも働きやすい職場環境を作らなければならない。その

ために、研修を通じて雇用管理改善の必要性をアピール、また、

ハラスメントの実態とその対策についても介護事業者所の経営

者や管理者が学ばなければならない。 

アウトカム指標：セミナー受講率 100％以上 

事業の内容 県内の介護事業所の経営者や管理者等を対象に、労働関係法規、

労務管理や人事制度の構築等を学ぶセミナーを開催する。 

アウトプット指標 介護事業者の経営者や管理者のセミナーへの参加者数：350 名 
（50 名×７回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

管理者等が働きやすい職場づくり、人材定着に資するノウハウを

学ぶことにより、意識改善を行うとともに、事業所の実情に応じ

た対応を図ることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,600 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,067 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

533 

民 (千円) 

1,067 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,600 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,067 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（イ） 

 

事業名 【No.42（介護分）】 

新サービス開設促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,836 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護と医療双方のニーズを有する高齢者の増加により、その在宅生

活を支援するサービスの充実が必要となっているが、事業所の各種制

度・雇用管理改善に関する理解が進んでいないことから、事業所数の

増加につながっていない。 

アウトカム指標：在宅サービスを支えるサービスの事業所数の増 

事業の内容 各種制度・雇用管理改善の理解促進及びサービスの普及促進のため、

事業所へのアドバイザーの派遣、セミナーを実施する。 

アウトプット指標 事業所へのアドバイザー派遣を実施する。（14事業所） 

サービスの理解促進に関するセミナーを年 1 回開催する。 

アウトカムとアウトプットの

関連 

事業所の管理者等に対して、各種制度や事業所運営改善、サービス

の理解促進を図ることで、事業所数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,836 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,224 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

612 

民 (千円) 

1,224 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,836 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,224  

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（ハ） 

事業名 【No.43（介護分）】 

介護現場における先進機器（ＩＣＴ）導入支援

事業費補助 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

37,854 千円 

（111,171 千円） 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 介護事業所における業務効率化を通じ介護職員等の負担を軽減するこ

とで、介護人材不足の解消に努めていく必要がある。 

アウトカム指標：ＩＣＴの導入を通して業務効率化を図る事業所数４３ 

事業の内容 介護記録業務、情報共有業務、請求業務を一気通貫で可能となってい

る介護ソフト及びその利用にあたって使用する端末等を介護事業所が導

入する費用への補助を行う。 

アウトプット指標 先進機器（ＩＣＴ）導入事業所数：４３事業所 

アウトカムとアウトプットの

関連 

ＩＣＴを導入する介護事業所が増えることにより、身体的負担を感じ

る場面が減少することが見込める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

37,854 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

25,236 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,618 

民 (千円) 

25,236 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

37,857 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

25,236 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） 財源：59,252 千円（R2 年度）、14,065 千円（R3）、37,854 千円（R4） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業（ロ） 

事業名 【No.44（介護分）】 

介護現場における先進機器（介護ロボット）導入

支援事業費補助 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

54,107 千円 

（112,393 千円） 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ 身体的な負担が少なく働きやすい介護事業所を創出することで、介護

人材不足の解消に努めていく必要がある。 

アウトカム指標：介護ロボットの導入を通じて、介護従事者の身体的負

担軽減や業務効率化を実施する事業所数２０ 

事業の内容 日常生活支援における移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り・コミュ

ニケーション、入浴支援、介護業務支援で利用する介護ロボットを介護

事業所が導入する費用への補助を行う。 

アウトプット指標 介護ロボット導入事業所数：２０事業所 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護ロボットを導入する介護事業所が増えることにより、身体的負担

を感じる場面が減少することが見込める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

54,107 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

36,071 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,036 

民 (千円) 

36,071 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

54,107 

うち受託事業等（再

掲）（注２）  
その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） 財源：45,714 千円（R2 年度）、12,572 千円（R3）54,107 千円（R4） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）子育て支援 

（小項目）介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援

事業 

事業名 【No.45（介護分）】 

施設内保育施設運営費補助 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

32,247 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護ニーズ  介護人材の離職事由の約３割が「結婚、出産、育児」となっており、

継続して働ける環境を整備する必要がある。 

アウトカム指標：育児が理由による離職を減少させる 

事業の内容 介護従事者の離職防止及び未就業者の再就業の促進を図るため、介

護施設等の開設者が、従事する職員のために保育施設を設置し、その

運営を行うために要した保育士等人件費に対し県が補助を行う。 

アウトプット指標 施設内保育施設の補助数 12 施設 

アウトカムとアウトプットの

関連 

施設内に保育施設を設置する事業所が増加することにより、育児を

理由にした離職者が減少することが見込める 

事業に要する費用の額  金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

32,247 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

21,498 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,749 

民 (千円) 

21,498 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

32,247 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

21,498 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業

所等のサービス提供体制確保事業 

事業名 【No.46（介護分）】 

新型コロナウイルス感染症流行下における介護

サービス事業所等のサービス提供体制確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

790,813 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている介護サービス事業

所等は、関係者との緊急かつ密接な連携の下、感染機会を減らしつつ、

介護サービスを継続して提供する必要がある。 

アウトカム指標：新型コロナウイルス感染症が拡大する中であっても、

介護サービス事業所等のサービス提供体制が確保されている。 

事業の内容 平時から介護保険施設等の関係団体等と連携・調整し、緊急時に備え

た応援体制を構築するとともに、介護サービス事業所・施設等で新型コ

ロナウイルスの感染者が発生した場合などに、地域の他の介護サービス

事業所・施設等と連携して当該事業所・施設等に対する支援を実施する

ために必要な経費を助成する。 

アウトプット指標 サービス継続支援事業補助金活用 80 事業所 

アウトカムとアウトプットの

関連 

当該補助金を活用することで、介護サービス事業所等が継続してサー

ビスを実施できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

790,813 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

524,394 

基金 国（Ａ） (千円) 

527,208 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

263,605 

民 (千円) 

2,814 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

457,813 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

2,814 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅵ．勤務医の働き方改革の推進に関する事業 

標準事業例 
- 

事業名 No ２０ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

59,545 千円 
医師の働き方改革推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 
令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

佐賀県においては、2024 年４月からの医師に対する時間外労働時

間の上限規制の適用開始に向け、地域での医療提供体制を確保しつ

つ、医師の労働時間短縮を進める必要がある。 

 アウトカム

指標 

医療施設従事医師数：厚生労働省が示す目標医師数である2,159人

を下回らないようにする 

事業の内容 地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっ

ている医療機関が、医師の労働時間短縮に向けた取組を総合的に実

施する事業に対し必要な費用を支援する 
アウトプット指標 対象となる施設数：４施設（R4） 

対象となる施設数：３施設（R5） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療機関における勤務医の労働時間短縮に向けた取組を支援する

ことで、勤務医の働き方改革を推進し、医療機関の勤務環境改善によ

る医師の確保・定着を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

59,545  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

39,697  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

39,697  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

19,848  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

59,545 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  
備考（注３） 【R4 実施事業：28,660 千円】 

【R5 実施事業：47,493 千円】R4 基金：30,885 千円、R5 基金：1,673 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
 


